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平成２９年労働災害発生状況について（確定）

業種 発生年

28年
全期

29年全期

死傷(死亡) 死傷(死亡) 前年比 増減率

全産業 309(2) 294(0) -15 -4.9%

製造業 85 73 -12 -14.1%

建設業 56(1) 30 -26 -46.4%

土木工事業 16 11 -5 -31.3%

建築工事業 33(1) 16 -17 -51.5%

その他建設業 7 3 -4 -57.1%

運輸交通業 45 52 ＋7 15.6%

商業 47(１) 39 -8 -17.0%
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平成29年の休業4日以上の労働災害は294件で、前年度比べ15件（-4.9％）の減少となり、死亡災
害もゼロとなりました。

 ワースト１・・・転倒
作業床の段差等による躓き、水や油等による滑りによる転倒、冬期間においては積雪・凍結による

転倒災害が多く発生しました。
 ワースト２・・・動作の反動・無理な動作

重量物取扱中の腰痛、社会福祉施設等における介護中の腰痛、咄嗟に体を捻ったことによる捻挫等
が多く発生しました。

 ワースト３・・・墜落・転落
建設現場における足場や屋根等の高所からの墜落のほか、幅広い業種において、はしごや脚立を使

用した作業において墜落災害が発生しました。

災害の傾向【事故の型別】
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【経験年数別】

昨年発生した災害の特徴の一つとして、経験期間1年未満の労働者が被災した災害が全体の約4分の
1を占めました。労働安全衛生規則第35条においては、労働者を雇い入れた時、又は作業内容を変更
した時、雇入れ時等の安全衛生教育を行うこととなっております。4月は、新規採用、配置転換が行わ
れる時期でもありますので、当該教育を確実に実施し労働災害の防止に努めてください。

1. 機械・材料等の危険性又は有害性及び取扱い方法に関

すること。

2. 安全装置、有害物抑制装置又は保護具の性能及び取扱

い方法に関すること。

3. 作業手順に関すること。

4. 作業開始時の点検に関すること。

5. 業務に関して発生するおそれのある原因及び予防に関

すること。

6. 整理、整頓及び清潔の保持に関すること。

7. 事故時等における応急措置及び避難に関すること。

8. 前記のほか、安全又は衛生のために必要な事項。

《雇入れ時等教育の実施事項》

ＮＥＸＴ→ 第１２次労働災害防止計画の実施状況



第１２次労働災害防止計画の実施状況
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【目標と達成状況】
平成25年から平成29年まで実施した、第12次

労働災害防止計画においては、全産業における労働
災害の減少目標を平成24年比で、20％減少としま
した。
計画期間スタートから3年目までは、目標を下回

る水準で減少していたものの、平成28年に大幅に
増加、最終年の平成29年は減少に転じたものの、
減少目標の272件を22件上回り、目標を達成する
ことができませんでした。
なお、死亡災害については、平成29年はゼロと

なり目標を達成。12次防期間の死亡災害は8件で、
11次防期間（平成20年から平成24年）と比べ3件
の減少させることができました。

重点業種の目標と達成状況

休業４日以上の死傷者数
（うち死亡者数）

平成24年
（11次防最終年）

減少目標
（平成24年比）

平成29年（12次防最終年）
達成状況

目標 実績

全産業 340（3） -20% 272（2） 294（0） 未達成

製造業 85（1） -15% 72（0） 73（0） 未達成

建設業 65（1） -30% 45（0） 30（0） 達成

陸上貨物運送事業 43（0） -15% 36（0） 49（0） 未達成

林業 8（0） -15% 6（0） 8（0） 未達成

小売業 38（1） -20% 30（0） 28（0） 達成

社会福祉施設 20（0） -15% 17（0） 24（0） 未達成

第12次労働災害防止計画においては、製造業、建設業、陸上貨物運送事業、林業、小売業、社会
福祉施設の6業種を重点業種とし、それぞれ15％から30％の減少目標を設定しました。
達成状況は、上記の表のとおりで、建設業と小売業において目標を達成することができました。
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【12次防期間中の災害の傾向】

第12次労働災害防止期間中に発生した、休業4

日以上の労働災害は、1428件で、うち8件が死

亡災害となっております。

事故の型別でみると・・・

１．転倒災害：329件（23.0％）

２．墜落、転落災害：240件（16.8％）

３．動作の反動、無理な動作：204件（14.3％）

の順で高い発生割合となっております。

死亡災害は、墜落・転落災害、激突災害が各2

件、転倒災害、はさまれ・巻き込まれ災害、火

災、交通事故が各1件となっております。

【お詫び】
誌面の都合上、平成30年の災害発生状況を掲載できませんでした。
3月末現在、全産業で63件（死亡1件）で、前年同期比で、10件（18.9％）の増加となっています。

 第13次労働災害防止計画がスタート
 STOP！熱中症 クルーワークキャンペーン など
※クールワークキャンペーンは、5月1日から9月30日までとなっており、4月が準備期間となっています。
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